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平成22年9月28日
岸和田市丘陵地区整備機構協議会

1. はじめに

前回の「岸和田市丘陵地区整備機構協議会」（以下「協議会」という。）では、「丘陵地区整備機構の設立について」をテーマに議論・確認しました。

第16回協議会をもって協議会は終わりとなります。

今回は、「協議会」の総括を行いたいと思います。
2. 「岸和田市丘陵地区整備機構協議会」のまとめ
これまでの「協議会」の中で、丘陵地区のまちづくりを進めていくために、次のことが確認できました。


1 「機構」が必要であること
2 組織の構成や資金の確保など、まだまだ決めなくてはならないことが多くあること

3 担う役割が大きくなればなるほど、組織と必要な資金が大きくなること

また、これから事業を進めていくために、早急に決めなくてはならない事項や、時間をかけて検討を行なう事項を、より細かく検討する必要があることを認識してきました。
3. すぐに検討しなければならないこと
事業スケジュールを考えたときに、早急に決めなければならない検討項目としては、次の３項目となります。
1 土地交換に関すること

・土地の交換を行えるよう「ルールづくり」や「土地評価」などを検討する。
・基盤整備着手までに土地交換を円滑に行う。
2 環境に関すること

· 現状の環境調査を完了する。

· その環境調査をもとに、保存すべきものは保存すよう、基盤整備計画に反映する。










3 「道の駅」に関すること

・「道の駅」の運営主体であるJAと協働して、丘陵地区のまちづくりに活かす仕組みづくりを検討する。




4. 10月以降の協議の運営形態

今回の協議会をもって「岸和田市丘陵地区整備機構協議会」は解散することとなりますが、前述のとおり早急に検討すべき内容が、山のように残されております。

今後の事業スケジュールを延滞することなく進めるためには、何らかの”協議のできる場”を、早急に設けなくてはならないといえます。

その”協議のできる場”を、

1 誰が主体で、

2 誰がその費用負担をして、
運営するかを、決める必要があります。
5. まとめ

今の社会情勢やこれからの動向を推定すると、かなり厳しい状況におかれる可能性があり、個々に土地の利活用を進めるためには、限界があると思われます。

よって、それらをうまくマネジメントする組織が必要だと考えます。その役割を担う組織が、「機構」であるといえます。
しかし、「機構」を設立するには、さらに検討を深めていく必要があります。
地権者が利益を受けようと思えば、何よりも土地の利活用（企業進出や、資産価値を高める）を検討することです。
今後も、今以上に地権者と、市・関係機関が協力体制をとりながら、「丘陵地区整備」を進めていかなければなりません。
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基盤整備完了
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農：基盤整備工事
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仕組みづくりの検討
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③「道の駅」
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調査完了・計画反映
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基盤整備着手
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ルールづくり・実施
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